
《会　　場》地域交流館みほふれ愛プラザ２階研修室（美浦村宮地１２１１－２）
《受付方法》２階研修室前の受付名簿の希望の時間帯に名前を記入してください。
・当日予約のみ。電話等での事前予約は行いません。
・受付人数が定員に達した場合は、受付時間終了前に受付を終了します。

《会　　場》地域交流館みほふれ愛プラザ２階研修室（美浦村宮地１２１１－２）
《受付方法》２階研修室前の受付名簿の希望の時間帯に名前を記入してください。
・当日予約のみ。電話等での事前予約は行いません。
・受付人数が定員に達した場合は、受付時間終了前に受付を終了します。

※土・日・祝日を除く。ただし、
　３月１日（日）午前の部は開設します。
※土・日・祝日を除く。ただし、
３月１日（日）午前の部は開設します。２月１６日（月）～３月１６日（月）２月１６日（月）～３月１６日（月）

当日午前８時３０分～１１時００分

①午前８時４５分～１０時００分 ／１６人
②午前１０時００分～１１時００分 ／１２人
③午前１１時００分～　正午 ／１２人

午 前 の 部
受付時間受付時間

相談時間
／定員
相談時間
／定員

当日午前８時３０分～午後3時００分

④午後１時３０分～２時３０分 ／１２人
⑤午後２時３０分～３時３０分 ／１２人
⑥午後３時３０分～４時００分 ／ ６人

午 後 の 部
受付時間受付時間

相談時間
／定員
相談時間
／定員

・例　３００万円（給与収入）－必要経費（給与所得控除）９８万円※＝２０２万円（給与所得）
※給与収入の方の必要経費である「給与所得控除」は収入額によって異なります。詳しくは国税庁ホーム
　ページ（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/1410.htm）をご覧ください。

・例 ３００万円（給与収入）－必要経費（給与所得控除）９８万円※＝２０２万円（給与所得）
※給与収入の方の必要経費である「給与所得控除」は収入額によって異なります。詳しくは国税庁ホーム
　ページ（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/1410.htm）をご覧ください。

◎『所得』とは？◎『所得』とは？ ⇒ 収入金額から「必要経費」を差し引いた金額⇒ 収入金額から「必要経費」を差し引いた金額

◀国税庁ＨＰ

□給与所得者で次に該当する方
・勤務先の事業所で年末調整をしていない方
・給与以外に所得があった方、または２か所以上から給与を受けた方
　※主たる給与以外の給与、または給与以外の所得が２０万円を超える場合

□医療費控除等を受けようとする方
□事業所得（農業・営業等）や不動産所得、配当所得、雑所得等がある方

□公的年金等を受給されている方で次に該当する方
・公的年金収入が４００万円を超える方
・公的年金等の収入金額の合計額が４００万円以下で、公的年金以外の所得（給与、事業等）が２０万円を超え
る方

★ 次の事項に該当する方は確定申告は不要でも、住民税（村・県民税）の申告が必要です。
・所得や扶養等の状況に制限のある公的サービス等を受けるため、証明書等を必要とする方
※収入がない場合でも申告をしないと非課税証明書等の発行ができません。

・国民健康保険・後期高齢者医療保険加入されている方
　※国民健康保険税・後期高齢者医療保険料の課税や軽減、高額療養費の適用等に必要です。
・医療福祉制度（マル福）や児童扶養手当等を受給される方

令和８年度分（令和７年中所得）住民税から「マイナンバーカード」を利用して電子申告が可能になります。
申告会場に出向くことも、申告書の郵送も必要ありません。
詳しくは、以下の個人住民税申告の電子化に係る特設ページをご確認ください。

住民税の電子申告が始まります！

申告をする必要のある方申告をする必要のある方

～所得税の確定申告と村・県民税の申告相談～～所得税の確定申告と村・県民税の申告相談～～所得税の確定申告と村・県民税の申告相談～

で実施しますで実施します今年度も今年度も

個人住民税申告の電子化
特設ページはこちら！
個人住民税申告の電子化
特設ページはこちら！

下記の申告については竜ケ崎税務署での申告をお願いします。※竜ケ崎税務署での申告方法については、
「令和７年度分確定申告に関する竜ケ崎税務署からのお知らせ」（Ｐ１４ページ）をご参照ください。
・青色申告、過去分の確定申告、準確定申告（亡くなった方の申告）
・土地・建物・株式等の分離課税の申告、ゴルフ会員権や貴金属などの総合譲渡の申告
・損益通算および繰越損失額の控除　・雑損控除（災害・盗難による損害等）
・住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）が１年目の方、または２年目以降で連帯債務の方
・国外居住親族等の扶養控除　・消費税、相続税、贈与税の申告
・上記以外で申告内容に税務署の判断が必要であると役場職員が判断したもの

必要書類を持参されない場合や収支内訳書、医療費控除の明細書の作成が済んでいない場合は、申告相談が
できませんのでご注意ください。

■問合せ 役場税務課☎０２９－８８５－０３４０（内線１０９・１２０）、竜ケ崎税務署☎０２９７－６６－１３０３（自動音声案内）

対　　象

すべての申告者すべての申告者

給与所得者・年金受給者給与所得者・年金受給者 源泉徴収票、支払調書等、収入の額がわかるもの

社会保険料控除を受ける方社会保険料控除を受ける方 健康保険料、国民健康保険税、国民年金保険料、後期高齢者医療保険料、
任意継続保険料等の領収書または納付済額証明書

生命保険料・
地震保険料控除を受ける方
生命保険料・
地震保険料控除を受ける方 一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料、地震保険料等の控除証明書

寄附金控除を受ける方寄附金控除を受ける方
ふるさと納税ワンストップ特例制度を申請された方が申告した場合、特例の
適用はできなくなります。寄付金控除を受けるためには、確定申告をすると
きに全ての受領証明書等、または事業者が発行する年間寄付額が記載された
寄付金控除に関する証明書が必要です。

医療費控除を受ける方医療費控除を受ける方

・医療費控除の明細書（ご自身で作成するもの）または医療費通知書（健康保
　険組合から送付されるもの）
※医療費控除の明細書は、医療を受けた人、医療機関・薬局・販売店等ごとに合
　計します。作成に時間がかかるため、必ず作成を済ませてお持ちください。
・入院費用等、高額療養費や生命保険等で補てんされた場合、その明細書・証明書
※補てんされた金額は支払金額から差し引きます。
※明細書を作成するときに使用した各領収書は、申告時に添付・提示は不要
　ですが、５年間保管してください。税務署などから提示・提出を求められ
　る場合があります。

セルフメディケーション
税制控除を受ける方
※医療費控除との重複適用
　はできません。

セルフメディケーション
税制控除を受ける方
※医療費控除との重複適用
　はできません。

・セルフメディケーション税制の明細書 ※必ず事前に作成してお持ちください。
・一定の取組（人間ドック、予防接種、がん検診、定期健康診断等）を行った
　ことを明らかにする書類（領収書や結果通知表）は、申告時に添付・提示は
　不要ですが、５年間保管してください。

事業所得者・農業所得者
・不動産所得者
事業所得者・農業所得者
・不動産所得者

収支内訳書
※必ず事前に作成してお持ちください。

必 要 書 類

みほふれ愛プラザで相談できない申告

・マイナンバーカード
※マイナンバーカードをお持ちでない方は下記①②の両方

・申告者本人名義の預貯金口座番号のわかるもの（金融機関・種別・口座番号）
・確定申告のお知らせはがき（通知書）・納付書
※税務署より送付された方はお持ちください。

・マイナンバーカード
※マイナンバーカードをお持ちでない方は下記①②の両方

・申告者本人名義の預貯金口座番号のわかるもの（金融機関・種別・口座番号）
・確定申告のお知らせはがき（通知書）・納付書
※税務署より送付された方はお持ちください。

①現住所記載の通知カード、マイナンバー記載の住民票　※どちらか１つ①現住所記載の通知カード、マイナンバー記載の住民票　※どちらか１つ
②運転免許証、パスポート、健康保険証、障害者手帳、在留カード　※いずれか１つ②運転免許証、パスポート、健康保険証、障害者手帳、在留カード　※いずれか１つ

申告の際に必要なもの申告の際に必要なもの

1313 1212広報みほ　令和８年１月号広報みほ　令和８年１月号広報みほ　令和８年１月号広報みほ　令和８年１月号広報みほ　令和８年１月号


